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研究要旨 

自治体栄養士養成プログラム開発の資料とするため、自治体で働く技術専門職である保

健師の統括保健師制度および、看護師の自己効力感の関連要因を明らかにすることを目的に、

制度の背景やしくみ、現行の課題について文献検討により整理と考察を行った。 

統括保健師制度の実態：「統括保健師」、看護師の自己効力感関連要因：「自己効力感」「看護

師」を検索キーワードとしそれぞれ文献検索行った。統括保健師配置の目的は「保健師の保健

活動を組織横断的に総合調整及び推進し、技術的及び専門的側面から指導」を行うことである。

2020（令和 2）年度の調査で統括保健師を配置していた都道府県は 100％、市町村で 49.9％で

あった。統括保健師制度は各自治体の現状にあった統括保健師の役割や位置付けを検討し、職

場内でのコンセンサスを得ることが、効果的な運用を行うために必要であることが示唆された。

今後は統括保健師配置の成果について質的に評価していく必要がある。 

看護師の自己効力感関連要因：該当文献は 221 件であった。自己効力感に関連していたのは、

年齢が高い、役職がある、学歴が高い、既婚である等であった。患者や他職種との信頼関係の

構築、レジリエンスや職務継続意思にも関連していたことから、今後は自分のしている仕事が

自組織の使命や存在目的に意味を持つというワークエンゲージメントの視点がより必要とな

る。 
 

Ａ．目的 

 自治体栄養士養成プログラム開発の資

料とするため、以下の 2 項目について文献

検討を行った。 

１）自治体で働く技術専門職である保健師

の統括保健師制度の実態 

２）看護師の自己効力感に関連する要因 

 

Ｂ．研究方法 

   医学中央雑誌で検索キーワードを行っ

た。 

１）統括保健師制度の実態：「統括保健師」

を検索キーワードとし文献検索行った。

2012 年から 2020 年の会議記録を除く 51 件

が検索された（実施日 2021 年 3 月 19 日）。

他に厚生労働省の通知や報告書、公益社団

法人日本看護協会の統括保健師に関連する

ページを閲覧した。統括保健師に関する統

計情報は厚生労働省が実施している保健師

活動領域調査（領域調査）報告を使用した。 

 

２）看護師の自己効力感関連要因：「自己効

力感」「看護師」を検索キーワードとし文

献検索行った。その中から看護師を対象と

する論文についてキャリア（学生、新人、

中堅、管理者）別に分類した後、関連要因

について分類を行った（実施日 2022 年 3

月 19 日）。 

 

Ｃ．研究結果 

１）統括保健師の実態 

 2013（平成 25）年厚生労働省局長通知「地

域における保健師の保健活動について」に

より、地域における保健師活動のさらなる

推進を図るため、「保健師の保健活動を組織

横断的に総合調整及び推進し、技術的及び

専門的側面から指導」を行う統括保健師を

配置するよう努めることとされた 1） 
 日本看護協会では、2014（平成 26）年度と

2015（平成 27）年度は「統括保健師人材育

成プログラム」2、3）、2016（平成 28）年度は

各都道府県での統括保健師の配置状況や現

任教育体制等のニーズに即した活用を念頭

に「市町村統括保健師人材育成プログラム」

を開発した 4）。 

 厚生労働省が毎年実施している保健師領

域活動調査（領域調査）によると、2020（令

和 2）年度の調査で統括保健師を配置してい

た都道府県は 100％、市町村は 49.9％であ

った 5）。2015（平成 27）年から 2020（令和
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2）年の 6 年間の設置割合の推移をみると、

都道府県では 2018（平成 30）年に 100％と

なったが、保健所設置市、市町村では横ば

い傾向であり、特別区は 2019（令和元）年

に比べ 2020（令和 2）年の割合は減少した 6）。

（図１） 

 曽根らは平成29〜30年度地域保健総合推

進事業「地方公共団体における効率的・効

果的な保健活動の展開及び計画的な保健師

の育成・確保について」において統括保健

師を対象とした「効率的・効果的な保健活

動に関する留意点」を作成した 7、8）。大項目

は以下の 4項目から成る。 

① 人材育成の課題を明確化し、課題を踏

まえて人材育成を推進する。  

② 円滑な保健活動を推進するために統括

的な管理・調整をする。 

③ 統括保健師の位置づけと役割が実施で

きる体制整備に自ら取り組む 

④ 災害発生時の統括保健師の役割を明確

化し、発災に備えて当該自治体の体制

整備に関与する。 

 

２）看護師の自己効力感に関連する要因 

看護師の自己効力感に焦点を当てた文献

件数は 221 件であった。内訳をみると、看

護師のキャリアに関する文献が 81 件と

36.7％を占めた（表 1）。中でも新人看護師

を対象とした文献が最も多く35件であった。 

 自己効力感の関連要因を分析した文献を

10 件選択し内容を確認したところ、看護師

の一般自己効力感（GSES）は女性看護師の

調査では一般女性と比較して低い傾向が認

められた 9)。自己効力感は年齢や経験年数を

経るにつれて高くなっていた 10) 11)。自己効

力感が高い要因として短期大学、看護系大

学出身であること、隣地実習指導者等の役

割を持つこと、既婚であること等が挙げら

れた 11) 12)。患者や他職種との信頼関係の構

築も自己効力感に関係していた 13)。就職直

後の新卒者の自己効力感の高さには対人関

係を円滑に運ぶためのスキルや学生時の実

習での肯定的体験が影響していた 14)。しか

し新人看護師の職業キャリアの成熟に関し

ては自己効力感との関連は認められなかっ

た 15)。また、自己効力感は女性中堅看護師

のレジリエンスや看護師の職業継続意思に

も関連していた 16) 17)。 

 

Ｄ．考察  

１）統括保健師は教育プログラムや留意点

等の目指すべき姿やその教育体制の枠組み

は構築されつつある。統括保健師の配置が

なされている自治体の方が教育体制整備な

されていることに関して、鎌田らは統括保

健師による組織の現任教育体制整備推進の

成果である可能性があると述べている 18）。

今後はこのような統括保健師配置の成果に

ついて質的に評価していく必要がある。 

２）女性看護師の自己効力感は経験を経て

役職を得、自分のポジションが明確になる

ことで向上していた。職場環境を整えるこ

とで自己効力感やレジリエンス、職業継続

意欲を高められることが示唆されたことか

ら、今後は自分の行っている仕事が自組織

の使命や存在目的に意味を持つというワー

クエンゲージメント 19) の視点がより必要

となる。 

 

  

Ｅ．結論 

 統括保健師配置の成果については今後も

注視してく必要がある。看護師の自己効力

感には経験年数や役職の有無の他、職業継

続意識等が関連していた。 
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図１ 統括保健師を配置している自治体割合の推移 

 
 

 

表１ 職種別自己効力感をキーワード検索して得られた文献数 

職種 

【検索キーワード】 
「⾃⼰効⼒感」「職種
名」（原著）でヒット

した⽂献数（件） 

  
うち、各職種
を研究対象
とした⽂献
数（件） 

看護師 622 221 
助産師 70 26 
保育⼠ 27 15 
保健師 57 13 
栄養⼠ 53 6 
多職種 42 6 
医師 118 0 

 


